







































Testing the Liability of Temporarily Restricted Net Asset
in Not-for-Profit Organizations
中村学園大学 流通科学部
日 野 修 造
＊１ 本稿でいう負債性とは､ ｢負債なのか､ 負債ではないのか｣ という意味で用いている｡
＊２ 負債概念に関する議論について､ 長束 [] では､ ｢アメリカにおいてはムーニッツ教授の論文が契機となっ
て､ 活発に行われるようになったといわれている｣ (長束 [] ) ｡また､ ｢わが国においては､ 年に
法務省民事局が公表した 『株式会社の計算の内容に関する商法改正要綱民事局試案』 を契機とした引当金論争に
より負債概念が考察されるようになったといわれている｣ (長束 [] ) と述べられている｡ ここでいう
ムーニッツ教授の論文とは､   		!"#"#		$%&!"'	
	$	
&
 &(長束 [] ) である｡
＊３ この件については､ 徳賀 []､ 長束 [] など様々な文献で検討されている｡
＊４ 長束 [] では､ 負債概念を ｢(１) 消極財産説､ (２) 他人資本説および (３) 法的債務説に分類すること
ができると思われる｣ (長束 [] ) として､ それぞれの説について検討が行われている｡
＊５ 負債概念を整理した詳細なる検討も必要であると考えられるが､ その序論的考察として､ 定義と比較すること
によって検討を行う｡











る｡ 林 [] では､ 営利企業会計と非営利組
織体会計の統一的把握について検討されている｡
この論文では特に ｢一時拘束純資産｣ と ｢その
他包括利益｣ との関係性について検討されてい
る｡





について､ その相違は ｢調整不能｣ と解するの
が妥当であると述べられている＊７｡
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＊７ ＦＡＳＢが概念ステートメントで述べている負債の定義を ｢規定概念とする以上､ 『現在の義務』 をともなわな
い寄附の負債計上は､ ＦＡＳＢ当局者として到底容認することのできない会計処理であったといえよう｣ (藤井
[] 
) と述べられている｡ そして､ ｢この意味で､ ＦＡＳＢ当局者が､ 負債の定義をめぐるアンソニーと
の見解の相違を 『調整不能』 と断じているのは､ 論争の本質を的確に捉えた主張であったと評しうるのである｣
(藤井 [] 
) と述べられている｡
＊８ 藤井 [] では､ 負債の定義が､ 負債は ｢現在の義務｣ から生じる ｢将来の経済的便益の犠牲｣ と規定して
いる以上､ 寄付は ｢現在の義務｣ をともなわないため､ 負債の定義を満たさない (藤井 [] 
) と述べら
れている｡ 本稿はこの結論を裏付けるために､ さらなる検討を具体的に一時拘束純資産の定義等と対比して､ 詳
細なる検討を行う｡





















[]) である｡ ｢一時拘束純資産｣ とは
｢資産が使用される期間または資産が使用され
る目的のいずれかによって､ 制限 (拘束) され
ている資産に相当する純資産の部分｣ (	

･ 	[]) である｡ そして､ ｢非
拘束純資産｣ とは ｢その他のすべての資産に相














ある｡ ただし､ 借方の資産に注目すると､ ｢土
地・建物・備品への投資に使途が拘束されてい






































アンソニーは､ ｢営業上の寄付は 『収益』 の
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＊ 定義の違いについては日野 [] で検討している｡
＊ この点については､ 林 [			] において ｢	
年月公表の概念ステートメント第６号 『財務諸表の構成要素』
は､ ２つの公開草案を経て作成された｡ このうち､ 最初の公開草案 (	年公開草案) では､ 非営利組織体の純
資産について 『拘束純資産』 と 『非拘束純資産』 という二つの区分しか行わなかった｣ (林 [			]) と述べ
られている｡














藤田 [] ではこのキーワードを基に ｢将
来の特定日または特定事象発生時に､ 資産を譲
渡すべき現在の債務｣､ ｢企業に将来の犠牲を強
いる､ または不可避とする責務｣ および ｢その
ような義務を強いる取引または事象がすでに発
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＊ ＦＡＳＢは､ ＳＦＡＳ第号の第パラグラフで ｢目的拘束｣ と ｢時間拘束｣ の２つの拘束を受けるものもあ
ると述べている｡






























またその際､ 前述の ｢契約､ 約束､ 道徳上の





























＊	 ＦＡＳＢとＩＡＳＢの負債概念の会計基準上の相違について､ 長束 [] では ｢ＦＡＳＢは法的債務性に立
ち返っているのに対して､ ＩＡＳＢは概念フレームワークに忠実に従い､ 法的債務性ではなく､ 拘束性を重視し





























































































・⑤ ｢将来の経済的便益の犠牲｣ は､ ① ｢過
去の取引事象｣ に起因する｡
・⑤ ｢将来の経済的便益の犠牲｣ は､ ② ｢資
産の引き渡し､ または役務の提供｣ をと
もなう｡
・⑤ ｢将来の経済的便益の犠牲｣ は､ ③ ｢現
在の義務｣ である｡
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課題 /Ⅰ｣ 『立命館経営学』 第22巻第６号｡
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